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第１章 調査の概要 

 

１．調査の目的 

経済産業省では、農林水産業と商業・工業等の産業間での連携（農商工連携）を支援する

施策を集中的に実施し、新商品の開発や販路開拓を支援している。また、地域の強みとなる

地域資源を活用した中小企業による新商品・新サービスの開発や販路開拓などについても支

援を行い、地域の活性化を図っている。 

 しかしながら、中国地域においてこのような新事業への取り組みにより自立した地域経済

の確立を目指すには解決すべき課題も多い。農林水産物やその他の地域資源が豊富に存在し

ている場合でも、事業実施主体となる企業等が少なく、あったとしても小規模または零細で

あることが多い。また、多くの地域で新たな事業に取り組む際の人材やノウハウが不足して

いる。ところが一方で、地域一体となった取り組みなどにより大きな波及効果を上げている

事例も存在している。 

 本調査は、このような背景のもと、成功事例の要因等を検証し、中山間地域の活性化につ

ながる地域産業の担い手を創出する上で、地域において実践可能な人材育成及び産業支援ネ

ットワーク形成の方策を提示することを目的とする。 

 

 

２．本調査における地域産業の定義 

本調査において対象とする地域産業を以下のように定義する。 

■本調査における地域産業の定義 

① 中山間地域における農林水産業、工業、商業、観光等のサービス業及びこれらの複合産業 

② 中山間地域において、地域資源の活用や地域内の産業連関を創出している内発型の産業 

③ 主として地域外に市場を開拓している産業 

④ 中山間地域の雇用や経済波及効果を創出するなど地域社会への貢献を行っている産業 

 

 なお、本調査の報告書において、「農商工連携」及び「地域資源」という言葉を用いる場

合には、特段の説明がない限り、広義の一般的な意味として、農林水産業と商業・工業等の

産業間での連携及び地域固有の活用可能な自然・人的・文化的資源を指す。 

 

 

Ⅱ．地域産業の担い手創出のための方策調査【要約編】 

  （経済産業省中国経済産業局） 
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３．調査の内容 

① 市町村の地域産業振興の実態把握 

■ 中山間地域市町村に対する産業支援に関するアンケート調査 

（建設業の新分野展開、農林水産業経営の法人化、ＵＩターン人材活用、人材育成、企業活動支

援、そのほか) 

■ 市町村における産業振興支援の方向性整理 

 

② 地域産業の動向把握と事例集の作成 

■ 中山間地域の地域産業の分析・整理（各調査等の活用） 

■ 企業・団体等ヒアリング調査(50 企業・団体) 

■ 成功要因の整理 

■ 事例集の作成 （企業・団体等紹介、成功要因解説、人材育成ポイント等） 

■ 中国地域 CB/SB 推進協議会における情報提供・活用 

 

③ モデル地域（真庭地域）における地域産業人材育成プランの検討 

■ 産業育成・人材確保の現状・課題の整理 

■ 真庭市での検討会 

 （ＮＰＯ法人 21 世紀の真庭塾・地元企業・独立行政法人産業技術総合研究所バイオマス研究

センター） 

■ 木質バイオマス産業の担い手育成プログラムの検討 

■ プログラム実現に向けた課題・推進体制等の検討 

 

 

④ 地域産業の主体及び人材の育成方策の検討 

■ 地域産業の事業主体・人材の育成課題の整理 

■ 地域産業の事業主体支援メニュー（立ち上げ・育成）の検討 

■ 人材育成カリキュラム（対象・分野、手法、講師等）の検討 

 

 

⑤ 市町村の地域産業振興支援の検討 

■行政によるコーディネート力向上方策の検討 

■大学、ＮＰＯ等との協働、連携による産業支援ネットワーク構築の方策検討 
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４．調査実施方針 

 

調査項目 調査の実施ポイント 

１ 市町村の地域産

業振興の実態把

握 

（１）アンケート調査の実施 

中国地域の中山間地域市町村における以下の取り組み状況を把握す

るため、アンケート調査を実施する。 

○ 企業・団体活動への支援策 

○ 産業人材育成・確保に関する支援策 

○ そのほか自治体産業支援施策の実施状況・今後の展開方針 

（１） 地域産業の取り組みと特色のとりまとめ 

中国地域の中山間地域市町村における以下の取り組み状況を把握す

るため、既存調査結果及び研究文献等に基づく調査を実施する。 

○ 中山間地域における産業振興の取り組みの把握 

○ 広義の地域資源活用事例の把握 

○ 地域内の他産業との連関の把握 

○ 地域内の代表的な企業・団体の把握 

（２） 企業・団体等ヒアリング調査 

中国地域の中山間地域市町村において、地域内の他産業との連関が

高く、主な市場を地域外に求める形で地域を豊かにする取り組みを行っ

ている企業・団体等約 50 団体を対象に、以下の目的を達成するためのヒ

アリング調査を実施する。 

○ 経営者等のキーパーソンへのヒアリング調査を実施し、成功要因を

分析 

○ 成功モデルの整理及び求められる支援策の検討 

○ 事例集作成による成果普及と人材育成への活用  

２ 地域産業の動向

の把握と事例集

の作成 

（３） 事例集の作成 

企業・団体等ヒアリングで得られた活動状況の紹介を通じて、中山間地

域における産業振興及び人材育成・確保等担い手育成の成功要因の普

及を図るため、事例集を作成する。事例集は、以下のような取り組みにお

いて活用を図る。 

○ 人材育成研修における講習テキストとして活用 

○ 事例集の成功要因解説者の研修における講師としての紹介 

○ NPO まちづくりビジネス支援ネットワークホームページでのコンテン

ツ開設・情報更新 

３ モデル地域（真庭

地域）における地

域産業人材育成

プランの検討 

（１）モデル地域における地域産業人材育成に係る調査 

岡山県真庭市をモデル地域とし、木質バイオマスに関連した先進的、

専門的な技術を持った産業人材を育成するための人材育成プログラムの

検討を行う。 

○ 木質バイオマス産業への取り組み動向、関係者の意向等把握 

○ 木質バイオマス技術や人材育成に関する先進的動向等を踏まえた

今後の展開の可能性検討 

○ 木質バイオマス産業の担い手（人材・主体）育成プログラムの検討

と課題整理 
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調査項目 調査の実施ポイント 

 （２）モデル地域の人材育成プランについての効果（実現可能性）を高める工

夫 

真庭市の木質バイオマス事業が、すでに全国的な先進地として認めら

れる活動を展開してきたことを踏まえ、その牽引役であるＮＰＯ法人２１世

紀の真庭塾を中心に地元企業・ＮＰＯ等による地域の実践につながる検

討を進める。 

○ キーパーソンの知恵を有効活用するための民間主体の検討会（少

人数によるボランタリーな検討チーム）の地元開催。 

４ 地域産業の主体 

及び人材の育成 

方策の検討 

（１）地域産業の主体・人材育成の提言 

中山間地域における産業の主体において求められる人材育成フレー

ムを構築するため、「成果を重視した内容・手法」「実現可能な体制」に着

目した検討を行う。 

○ 地域産業の担い手育成の支援メニューと支援活動実施主体の検

討 

○ 実施効果の高い実践的な人材育成プログラムの検討 

５ 市町村の地域産

業振興支援の検

討 

（１）産業支援ネットワーク構築の提言 

市町村の「支援等の効果創出」「市町村担当職員のスキルアップ」に着

目した検討や産学官民の連携とネットワーク活用の仕組みを検討する。 

○ 行政のコーディネート力向上に関する方策の検討 

○ 大学、NPO、中間支援組織等との産業支援ネットワーク形成に関す

る検討 

 
５．調査対象市町村 

関係 5 法の指定状況  

特定農山村  振興山村  過疎地域 
 半島振興 

  地域 

 離島振興 

  地域 

５法指定

状 況 
 県名 

全域 一部 全域 一部 全域 一部 全域 一部 全域 一部 
（一部指

定含む）

鳥取県 8 6 4 10 4 4 0 0 0 0 15

島根県 12 7 3 12 16 3 0 2 4 1 19

岡山県 6 16 2 17 11 7 0 0 0 5 24

広島県 4 14 0 14 9 7 1 1 1 6 19

山口県 2 11 1 8 8 5 4 0 0 11 17

合 計 32 54 10 61 48 26 5 3 5 23 94
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指定市町村（網掛けを除く市町村） 

鳥取市 米子市 倉吉市 境港市 岩美町 若桜町 智頭町 八頭町

三朝町 湯梨浜町 琴浦町 北栄町 日吉津村 大山町 南部町 伯耆町

日南町 日野町 江府町

松江市 浜田市 出雲市 益田市 大田市 安来市 江津市 雲南市

東出雲町 奥出雲町 飯南町 斐川町 川本町 美郷町 邑南町 津和野町

吉賀町 海士町 西ノ島町 知夫村 隠岐の島町

岡山市 倉敷市 津山市 玉野市 笠岡市 井原市 総社市 高梁市

新見市 備前市 瀬戸内市 赤磐市 真庭市 美作市 浅口市 和気町

早島町 里庄町 矢掛町 新庄村 鏡野町 勝央町 奈義町 西粟倉村

久米南町 美咲町 吉備中央町

広島市 呉市 竹原市 三原市 尾道市 福山市 府中市 三次市

庄原市 大竹市 東広島市 廿日市市 安芸高田市 江田島市 府中町 海田町

熊野町 坂町 安芸太田町 北広島町 大崎上島町 世羅町 神石高原町

下関市 宇部市 山口市 萩市 防府市 下松市 岩国市 光市

長門市 柳井市 美祢市 周南市 山陽小野田市 周防大島町 和木町 上関町

田布施町 平生町 阿武町 阿東町

広
島
県

山
口
県

市町村名

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県
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６ ． 調 査 フ ロ ー  

 ポイント

　　・建設業の新分野展開

　　・農林水産業経営の法人化

　　・Ｕ・Ｉターン人材活用

　　・人材育成

　　・産業支援

　　・そのほか

 ポイント

　・広義の地域資源の活用事例

　・地域内の他産業との連関

　・代表的な企業

 ポイント

　・自治体の関与

　・地域外のネットワーク

　・人材の確保・育成

　・そのほか

 ポイント

　・林業、製材業、エネルギー利用等の現況整理

　・これまでの取り組み把握整理

　・先進的な人材育成事例調査

　・地域資源活用、先進技術及び専門知識を有した
　　人材の育成・確保に向けた仕組みづくり

④地域産業の主体及び人材の育成方策の検討

 ポイント

　・調査①②及び他地域の成功事例調査等を通じて得られた
　　情報に基づく下記の提言

  ・地域産業の主体とそれを支える人材の育成方策の検討・提言
　・人材育成プログラムの概要と実施主体等を検討・提言

⑤市町村の地域産業振興支援への提言

 ポイント

　　・④を推進する上で求められる市町村における支援の方向

　　・④を推進する上でコーディネーターとしての役割を期待される
　　　大学やＮＰＯ等との連携

　　・地域内外のネットワーク構築に関する提言

②-2.中山間地域市町村において地域内他産業との連関が高く、
　　　 主な市場を地域外に求め成果をあげている企業の
       成功要因把握・事例集作成

市町村アンケート調査項目 企業ヒアリング調査項目

③モデル地域における地域産業人材育成プランの検討
    (木質バイオマス関連産業及びその人材育成の方向性)

調査目的と実施ポイント

①中山間地域市町村における産業振興への取り組みの把握整理

②-1.中山間地域市町村における地域産業の取り組みと特色の把握整理

Ⅱ．自治体（中山間地域）における産業支援の実施状況について
      Ａ　地域資源の活用による事業に関する支援の状況
　　　Ｂ　建設業の新分野展開の現状と支援の状況
　　　Ｃ　農林水産業経営の法人化の現状と支援の状況

Ⅰ．中山間地域における産業振興の支援体制について
　　　Ａ　行政の産業振興支援体制
　　　Ｂ　中間支援組織の開設・活動状況

Ⅲ．自治体（中山間地域）における産業人材育成・人材誘致策の
　　 実施状況について
　　　Ａ　ＵＩターン者等を対象とする就職情報提供・産業体験活動等の状況
　　　Ｂ　上記Ａ以外で産業振興の一環として実施されている施策の状況

Ⅳ．自治体（中山間地域）における企業と大学・ＮＰＯ等との
     連携状況について
　　　Ａ　農商工連携支援・観光サービス等に関する連携状況
　　　Ｂ　上記Ａ以外のまちづくりや地域振興全般に関する連携状況

Ⅴ．産業振興に関する行政の役割に関する意識について
　　 ［商工担当課の意識］
　　　Ａ　中山間地域の産業振興に関する行政の役割として
          特に重要だと思うこと
　　　Ｂ　中山間地域の産業人材育成・企業の人材育成・確保
　　　　　に関して特に重要だと思うこと
　　　Ｃ　中山間地域の産業人材育成支援において成果をあげるために
　　　　　特に重要と思う担当職員の能力・資質

Ⅳ．自治体（中山間地域）において、産業振興や雇用創出の視点から
　　 注目・期待している企業・ＮＰＯ等について

Ⅵ．自治体（中山間地域）において、産業振興の視点から
     注目・期待している企業・ＮＰＯ等について

Ⅶ．産学官民の連携状況の把握
　　　Ａ　行政・大学等教育機関・ＮＰＯ等の中間支援組織との連携に関する
　　　　　取り組み状況・今後の意向・要望等
　　　Ｂ　上記Aを実施している場合、具体的な相手方キーパーソンの存在と
          役割

Ⅰ．企業・団体の概要
　　　Ａ　創設の動機と経営・運営理念
　　　Ｂ　主な事業内容・体制・そのほかの概要

Ⅲ．事業展開や経営における地域資源・経営資源の活用状況
　　　Ａ　地域資源活用の状況と具体的な活用の方向
　　　Ｂ　消費者等のニーズを踏まえた活用の視点
　　　Ｃ　地域内の他産業との連関の状況

Ⅳ．人的ネットワークの保有・活用状況
　　　Ａ　協力を得た支援者・パートナー等の人的ネットワークの状況
　　　Ｂ　重要な取引先・協力先となった地域外の企業・団体ネットワークの状況
　　　Ｃ　人・企業・団体等ネットワーク拡大機会の利用状況・要望

Ⅴ．人材確保・育成の状況
　　　Ａ　人材確保・育成に関する重要性の認識
　　　Ｂ　人材確保・育成における工夫や求めている人材像
　　　　　　　（若者・女性・高齢者別のニーズ・可能性に留意）
　　　Ｃ　ＵＩターン等を含めた地域外からの人材誘致・確保に関する意向
　　　D　期待している企業団体内の後継人材について

Ⅵ．地域社会への貢献意識
　　　Ａ　中山間地域の地域振興における役割意識
　　　Ｂ　中山間地域におけるソーシャルビジネスの成立要因に関する意見

Ⅱ．企業・団体のマネジメントの状況
　　　Ａ　市場要因や市場における当該企業の優位性
　　　　　　（技術・サービス開発面）（地域内外の販路開拓手法）
　　　　　　※人材との関連性に留意

Ⅷ．中山間地域における産業の担い手創出施策に向けた提言
　　　Ａ　中山間地域における起業支援・事業主体育成支援に関する
　　　　　提言・要望
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第２章 中山間地域市町村における産業振興への取り組みに対する検討 

 

１．中山間地域市町村における産業振興への取り組み 

 

（１）実施概要 

  地域産業の創出を支援し、その振興を図る上で重要な役割を担う市町村における関連施策の動

向、担当部署の意識の把握を目的としてアンケート調査を実施した。 

  回収状況は以下のとおり。 

都道府県 配布 回収 回収率 

鳥取県 15 11 73.3%

島根県 19 13 68.4%

岡山県 24 17 70.8%

広島県 19 15 78.9%

山口県 17 15 88.2%

合 計 94 71 75.5%

網掛け 回収自治体 対象外

鳥取市 米子市 倉吉市 境港市 岩美町 若桜町 智頭町 八頭町

三朝町 湯梨浜町 琴浦町 北栄町 日吉津村 大山町 南部町 伯耆町

日南町 日野町 江府町

松江市 浜田市 出雲市 益田市 大田市 安来市 江津市 雲南市

東出雲町 奥出雲町 飯南町 斐川町 川本町 美郷町 邑南町 津和野町

吉賀町 海士町 西ノ島町 知夫村 隠岐の島町

岡山市 倉敷市 津山市 玉野市 笠岡市 井原市 総社市 高梁市

新見市 備前市 瀬戸内市 赤磐市 真庭市 美作市 浅口市 和気町

早島町 里庄町 矢掛町 新庄村 鏡野町 勝央町 奈義町 西粟倉村

久米南町 美咲町 吉備中央町

広島市 呉市 竹原市 三原市 尾道市 福山市 府中市 三次市

庄原市 大竹市 東広島市 廿日市市 安芸高田市 江田島市 府中町 海田町

熊野町 坂町 安芸太田町 北広島町 大崎上島町 世羅町 神石高原町

下関市 宇部市 山口市 萩市 防府市 下松市 岩国市 光市

長門市 柳井市 美祢市 周南市 山陽小野田市 周防大島町 和木町 上関町

田布施町 平生町 阿武町 阿東町

広
島
県

山
口
県

市町村名

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県



 

 46

１ 産業振興の仕組みづくり 

（１） 産業系中間支援組織の活動状況 （回答：70自治体 実施11自治体） 

 ① 活動状況の特徴 
■産業振興目的の中間支援組織が活動している自治体は11（検討中１） 
■形態別では商工会・商工会議所、行政などを構成員とする任意団体形式が最多で5自治体 
■ＮＰＯは3自治体（倉吉市、出雲市、大田市） 

② 活動内容の特徴 
■事業内容では、「産学官民連携コーディネート」が最多で10自治体 
■次いで「企業間コーディネート」「販路開拓・市場開拓の支援」が9自治体 
■「人材育成等」は8自治体が回答 

③ 組織形態別の運営課題 
■任意団体 

・雇用支援 ・限られた助成制度 ・企業立地協力員の数 ・販路開拓支援活動の不足 
・事業者の認知度 ・企業保有技術保全の確保 

■ＮＰＯ 
・資金、人員ともに小規模・困難な規模拡大 

■ネットワーク（多様な主体による連携組織） 
・ネットワーク形成 ・事業高度化支援（窓口・情報発信機能強化） ・人材育成・定着 

（１） 資源活用型事業の課題解決ポイント （回答：70自治体 実施15自治体） 

 

２ 市町村産業振興に関する施策 

② 加工製造・販売・サービス
■製品の安定販売、販路開拓・拡大 ■営業力強化支援 ■ＰＲ、情報発信活動支援 

① 原材料生産
■原材料生産拡大、安定供給＝原料の地元調達拡大 ■生産者・漁業者の意欲向上・研鑽 

④ 地域経済等への波及効果
■地域内の起業創業の促進 （民間事業所が少ない） ■雇用機会の拡充 

③ 商品企画
■商品開発・特産品開発 ■地元食材利用による農商工連携企画  ■商品のブランド力向上 

⑤ 行政の支援活動体制
■支援制度内容の周知 ■事業予算の確保 ■関係機関との連携強化 

（２） 建設業者の異分野進出支援の実施状況 （回答：69自治体 実施11自治体） 

 ① 支援の状況 
■支援策実施自治体は11（今後実施予定 5自治体） 
■実施自治体において異分野進出を行った企業数（回答数） 20 

② 異分野進出による主な成果 
■生産・研究の推進 ■農産品の生産拡大 
■販路拡大 ■複数の参入企業で連携組
織を設立、共同商品開発・農地再整備 

③ 異分野進出支援の課題 
■継続的な販路拡大、マーケティング力 
■既存生産者の経営圧迫 
■地域産業振興への波及効果 
■企業ニーズに応える農地の確保 

（３） 農林水産業経営の法人化支援の実施状況 （回答：70自治体 実施25自治体） 

 ① 支援の状況 
■支援策実施自治体は25（今後実施予定 4自治体） 
■5年以内に設立した農事組合法人数：157件 同会社法人数：66件 （いずれも回答数） 

② 支援における課題 
■担い手不足 （担い手＝リーダー、オペレーターの不足） 
■法人化のための合意形成の困難さ （メリット不明、生産意欲、理解不足） 
■法人設立後への懸念 （事務の煩雑さ、収支の見通し不透明、経営の不安定な初期 

（設立後2-3年）に絞った経営支援策の不足） 

３ 産業人材育成・人材確保に関する施策 

（１） ＵＩターン希望者への就職情報等の提供 （回答：78自治体 実施39自治体） 

 ① 実施状況
■実施自治体は39（検討中 4自治体） 
■主な実施内容では、「就職情報提供・相談・紹介（15自治体）」「産業体験・暮らし体験（11自治

体）「空き家等住宅情報の収集・紹介（11自治体）」（いずれも回答数） 

② 行政のＵＩターン施策（就職に関する取り組み）実施における課題
■ＵＩターン希望者の職種ニーズの的確な把握と情報提供 
■企業ニーズとＵＩターン希望者のスキル、経験のマッチング（企業の求める技能水準の向上） 
■地域内に就職先が少ない（ない）→雇用の場確保＋起業創業支援との連携 
■体験受入企業の拡大と体験後の就職先確保 ■商工会（会議所）など経済団体との連携強
化 

（２） 地元教育機関と企業の人材ニーズの連携支援活動 （回答：78自治体 実施団体12件） 

 ① 実施状況・課題
■主な実施内容は、「関係機関の情報共有」「高校生の職場体験 企業訪問」「企業採用担当 

者と学校側の進路担当者の意見交換会）」など 
■主な課題は、「行政・企業・学校の連携の強化」 

（３） 企業と大学・ＮＰＯ等との連携状況 （回答：78自治体 実施団体17件） 

 ① 実施状況・課題 （産業振興関連） 
■主な実施内容は、「産学連携による技術・商品開発等」「ＮＰＯとのｺﾐｭﾆﾃｨﾋﾞｼﾞﾈｽ創出」など 
■主な課題は、「産業人材の育成」「大学の連携参加機運の醸成」「ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄｱｳﾄにつながる商品

開発」「企業と大学の開発ﾍﾟｰｽのｷﾞｬｯﾌﾟ」「研究開発から成果達成までに要する時間」 

（２）調査結果のポイント 

  ①市町村産業振興への取り組みの状況に関するポイント 

１（１）と２（１）とも 

実施自治体：7 件 

1（1）と 3（1）とも 

実施自治体：8 件 

１（１）と 3（2）とも 

実施自治体：4 件 

１（１）と 3（3）とも 

実施自治体：3 件 

2（1）と 3（2）とも 

実施自治体：6 件

2（1）と 3（1）とも 
実施自治体：15 件

１ 産業振興の仕組みづくりの特徴 
● 産業振興系中間支援組織を設立している自治体は 11 
● 建設業異分野参入支援では販路拡大が課題であり、2 自治体に中間支援組織あり 
● 農業経営法人化支援では経営安定が課題であり、5 自治体に中間支援組織あり 

２ 産業振興に関する施策の特徴 
● 資源活用など内発型産業振興支援施策の実施自治体は 2 割程度 
● 農商工・経済団体との連携が課題であり、7 自治体が中間支援組織あり 
● 商品開発などが課題であり、3 自治体で産学連携を実施 

３ 産業人材育成・人材確保に関する施策の特徴 
● ＵＩターン促進策は 5 割だが地元定着施策は 1 割強程度にとどまる 
● ＵＩターン促進の大きな課題は、希望者と企業のマッチング＋事業所の増加 
● 産学連携による産業人材育成が課題 

 

2（１）と 3（3）とも 

実施自治体：3 件
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18.2%

3.6%

18.8%

9.9%

3.1%

4.2%

14.6%

9.4%

7.8%

9.9%

0.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0%

産業振興ビジョン・戦略の明確化

産業振興に関する行政側のリーダーシップ

キーパーソンの発掘・育成・支援

自治体内部・外郭機関の横断的な連携強化

個別企業への重点的な事業支援の実施

起業・創業支援のための設備や支援機能の充実

国・県の支援策・支援機関との連携強化

産学公民の顔の見えるネットワーク（人脈）づくり

後継者・人材育成のための勉強会等活動支援

産業振興のための財政措置の強化

そのほか

②市町村産業振興への取り組みに関する意識 

a) 中山間地域の産業振興を図る上で行政の役割として特に重要だと思う項目 （３つまで回答可） 

もっとも多かった回答は、「キーパーソンの発掘・育成・支援」で 18.8％（36 件）、次いで

「産業振興ビジョン・戦略の明確化」で 18.2％（35 件）、「国・県支援策、支援機関との連携

強化」14.6％（28 件）となっている。 

［有効回答数 192 件］
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ｂ ）中山間地域の地域振興を図る上において、企業に期待する役割として特に重要だと思う 

項目（３つまで回答可） 

最も多かった回答は、「地域における雇用の維持拡大、若者にとって魅力ある職種の開発」

で 28.0％（56 件）、次いで「農林水産業資源等との連携による他産業との産業連関の創出」

20.0％（40 件）となっている。 

［有効回答数 200 件］  

28.0%

5.5%

1.0%

2.5%

11.5%

1.5%

20.0%

7.5%

9.0%

13.0%

0.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

地域の雇用維持・拡大、若者に魅力ある職種の開発

収益拡大による税収の増加など自治体財政への貢献

子育て支援策の拡充等男女共同参画社会構築への貢献

高齢者や障害者の雇用による地域福祉への貢献

地域やNPO等との協働によるまちづくり活動への貢献

文化イベントへの開催協力等地域の賑わいづくり

農林水産業との連携による他産業との産業連関の創出

観光施設や交流活動との連携による入り込み客の増加

移住受入れサービスの開発や雇用機会の拡大

空家や耕作放棄地等活用での地域密着ビジネスの開発

そのほか
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ｃ）産業振興を実現するために必要な活動 （複数回答可） 

【現在実施している項目と実施の有無に関わらず重要だと思う項目の比較】 

それぞれの設問について、「実施状況」と「重要度」の認識を下図の散布図に表記した。 

実施している自治体が多くかつ重要度も高い項目は「地域資源活用による事業化や異業種

連携による事業可能性に関する客観的な分析」「経営資源や産業人材から可能性を見つけ、企

業間連携を進めるコーディネート」「常に新しいビジネスモデルや技術動向等の知識・情報に

関する情報収集と提供」の３項目であった。 

一方、重要度の認識は高いものの取り組みが少ない項目として「さまざまな業種や地域に

多様な人的ネットワーク構築と企業への提供」「企業や商品・サービスなどの可能性や市場性

を見抜く「目利き」活動」があがった。 

以上のことから、市町村における産業振興への取り組み状況として、（２）調査結果のポイ

ントで整理した「１ 産業振興の仕組みづくりの特徴」「２ 産業振興に関する施策の特徴」の

記載項目について、市町村担当課においても同様の認識がなされていることがわかる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実施少＊重要度高エリア 実施多＊重要度高エリア 

⑤ さまざまな業種や地域に多様な人的ネットワ

ーク構築と企業への提供 
① 地域資源活用による事業化や異業種連携によ

る事業可能性に関する客観的分析 

⑥ 企業や商品・サービスなどの可能性や市場

性を見抜く「目利き」活動 
② 経営資源や産業人材から可能性を見つけ、企

業間連携を進めるコーディネート 

  ⑦ 常に新しいビジネスモデルや技術動向等の知

識・情報に関する情報収集と提供 

実施少＊重要度低エリア 実施多＊重要度低エリア 

⑧ 
民間企業、金融機関等での実務経験や専門

資格に基づく実践的な指導 

③ 大学等の技術と企業活動を結びつける産学連

携を進めるコーディネート 

⑨ 
事業開発ディレクターなど外部専門家の人

材誘致活動 

④ 協力相手の紹介、資金調達方法や事業開発等

への助言 

⑩ 
事業への女性や若者の参画機会を拡充す

ることによる社会効果の創出 

  

実施多＊重要度高 

エリア 

実施少＊重要度高 

エリア 
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市町村の産業振興の取り組み状況に関する調査結果からみた課題解決のポイントは下図の

ように整理できる。 

 
 
 
 

 

 
地域産業振興策としての中間支援組織の必要性は、これまでも提唱されてきたテーマであ

るが、中山間地域の市町村においての整備状況は十分とはいえないことが本調査で明らかに

なった。 

さらに、中山間地域においては、農林水産業振興が重視されてきたが、第一次産業の振興

には産業間連携や生産資源の高度活用などの広い分野での産業振興策が不可欠となっている。

このため、中山間地域の市町村における産業間連携、企業間連携、人材確保育成の支援の仕

組みづくりが、喫緊の課題となっている。 

そして、中山間地域においては、市町村行政に人材、情報、国・県等外部組織とのネット

ワークが集積していることを踏まえ、上記の中間支援の仕組みづくりにあたっても、市町村

の産業振興担当部門が中心となって進める必要がある。 

定住担当課 
教育委員会等が

担当 

市町村が中心となり、産業間、企業間、人材確保・育成・雇用・定住を 

統合的に支援する地域産業支援のプラットフォーム構築が必要 

中山間地域における 

産業振興の課題 

 
① 中山間地域の資源や産業特性を活かし、事業創出を支援・

促進する仕組み、活動が不十分。 
② 産業（農林水産業、商業、工業、サービス業）振興・ 

人材確保（雇用・定住）に関する施策の統合化が不十分。

ＵＩターン 

人材確保 

施策 

産業振興 

施策 

農林水産業 
振興が中心 

商業・工業・ 
サービス業は 

主に商工会等が担当 

○これまでの中山間地域市町村における産業振興は、農林水産業振興が中心であり、中山
間地域の資源や産業特性を活かした事業創出を支援・促進する仕組み、活動が十分では
ない。 

○産業振興・企業支援・人材確保に関する施策の目的や実施主体が異なり、地域産業振興
を目的とする統合化がなされていないケースが多い。このため、中山間地域の特性を活
かした産業振興の課題解決・成果に結びつきにくい状況である。 
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第３章 地域産業の動向の分析 

 

１．中山間地域における企業ヒアリング調査の概要 

 

（１）選定基準 

取材先企業・団体の選定にあたっては、以下のような基準に基づき選定を行うこととした。 

［◎：必須項目 ○付加項目］ 

選定基準の柱 基準に基づく検討の目安 

◎ 中山間地域において企業・団体活動を行っていること ① 経営状況に関する基準 

○ 設立から概ね 3 年程度経過し、近年、事業収益拡大の可能性が高まっ

ていること 

◎ 地域資源の活用による事業・サービス開発・高付加価値化などを通じ

て成果をあげていること 

◎ 地域内の産業連関への貢献があること （定性的な把握） 

② 事業内容に関する基準 

◎ 主として地域外に市場を開拓し収益等の成果を上げていること 

○ 事業・サービスの開発、提供過程等において独創性が認められ、中山

間地域における新たな産業振興モデルとして期待できること 

③ モデル性に関する基準 

○ 産学官民の連携等により、経済活動はもちろん、地域社会において多

様な効果を創出していること 

◎ 中山間地域の雇用や経済波及効果、人材育成などを通じた社会貢献

性が認められること 

④ 地域貢献性に関する 

基準 

○ そのほか地域社会の課題解決に協力するなど、民間団体としての役

割を果たしていること 

 

（２）選定にあたっての仮説類型 

上記選定基準を満たす企業・団体から絞込みを実施するため、下記の仮説類型を設定し、対

象企業団体を選定した。 

類型項目 類型の目安 

① 農商工連携型 地域内の農林水産業との連携による活動を行っている企業・団体 

② 観光サービス型 地域内の自然環境、地域文化等の資源を活かした活動を行っている企業・団体 

③ 人材活用型 地元雇用（高齢者・女性）、ＵＩターン者など多様な人材を活用している企業・団体

④ 異分野進出型 地域における新たな事業への展開を図っている企業・団体 

⑤ 多参画協働型 市町村や各種団体等との連携により活動を行っている企業・団体 
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２．調査結果の分析 

 

（１）ヒアリング項目 

 本調査のヒアリング項目の構成は以下のとおりである。 

 

基本項目 企業・団体の概要 

①事業内容 

②近年の売上高（公表されている場合） 

③設立から現在までの経緯 

④経営・運営理念 

 

Ⅰ群 事業の展開に関する事項  

①地域資源活用の状況と活用によるビジネス展開の方向 

②販路開拓の手法 

③地域内の他産業との連関 

④地域の振興 

 

Ⅱ群 協力者等とのつながりや人材確保・育成に関する事項  

①専門家などの人的ネットワーク、産学官民の連携状況 

②人材確保・育成に関する取り組み 

（特にＵＩターン等を含めた地域外からの人材誘致・確保に関する取り組みの状況と今   

 後の意向） 

 

Ⅲ群 中山間地域における産業振興・地域振興に関する提言に関する事項 

①行政に対する支援ニーズ等 

②中山間地域の振興全般 

 

本調査結果の人材確保・育成に関する分析にあっては、Ⅰ群「事業の展開に関する事項」

の回答結果との関連性についても考察を行っている。 
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３．調査結果からみた成功要因等の整理 
  
調査結果の分析から中山間地域で活躍する企業団体の成功要因となった最大のポイントを３つの柱として、下図のようにまとめた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■産業間の連携を推進 
○食品製造業者と生産者との直接取引、契約栽培などの産業連携が進み、マーケットイン型の産業転換の促進が成功要因。 
○中山間地域の食品製造業経営者は、農業後継者の確保や生産体制に強い危機感があり、連携を模索しているケースが多い。 
○6 次産業化に成功しているケースの特徴 

⇒「生産者の雇用」が確立。大卒者を含めたＵＩターンの就職希望者が増加。消費者直販でロイヤルティの高い顧客を創出。 
■協力者・支援機関との連携を進めた高付加価値商品を開発・磨き上げ 
○大学や専門機関の協力を得て高付加価値商品を開発しているケースが増加。 
○中山間地域のものづくり技術を基盤に、現代生活に調和するデザイン性、高機能性を持たせるイノベーション活動が成功要因。 
○専門家など商品開発支援を受けたケースの大部分が、国等の制度活用や各県の産業関連支援組織の紹介を受ける。 
■中山間地域の資源を多面的に活用 
○自然環境や町並み景観など中山間地域の「環境的豊かさ」を時間消費型サービスへと磨き上げている。 
○製造技術の復活による高付加価値商品開発、地域文化活用などでオンリーワンや希少性を求める消費者層へも訴求。 
○視察来訪者が年間１万人近くに及んでいる製造業者があり、中山間地域型の産業観光の一形態として期待できる。 
■身近な社会の課題解決ニーズを事業化 

○事業の担い手が、女性や若い世代であることが共通点。地域社会の課題解決ニーズを実感できることで、事業アイデアや事業推進

に向かうモチベーションを生み出している。 

■地域内外の人材活用 

○地元人材の誠実な人柄、勤勉さ、チームワークの良さなどを活かし、精度の高い製品製造や人間味あるサービスを提供。 

○ＵＩターン者の地域のよさを見つける能力、発想、アイデア、専門知識や経験、人脈の広さが発揮されている。 

○中山間地域におけるＵＩターン者の活用においては、本人・家族と地域住民との融和のための支援に至るまで、きめこまかな配慮を

行うことが成功を導く鍵。 

１．地域資源活用の方向性からみた成功要因 

■ＢtoＢ：取引先と自社双方のメリットを創出する事業モデルを構築 
■ＢtoＣ：商品の特徴から、想定した購買層が利用する流通ルートを絞り込んだ販路開拓 
○商品価値を理解する消費者に確実に商品情報を届けることで、効率的な販路開拓を行っている。 
○消費者からの信頼を重視した販路開拓を行っている。 
○消費者と事業者の信頼関係、強いつながりを背景に営業経費の少ない直接販売が可能になっている。 
○通信販売の場合、カタログ販売やネット通販など、自社製品の購買層の絞り込みが、的確な販売手法の選択につながっている。 

２．販路開拓に関する成功要因 

■中山間地域では、ビジネス・リーダーの多くは、地域の中心人物としての強い自覚 
○具体的な地域貢献としての共通事項は「地元雇用」。 
○地域貢献意識の醸成には、若い頃に関係者との体験を通じて受けた影響が大きい。 
○多くの担い手が、地域振興への貢献という考え方を次世代に継承すべきと考えている。 
○企業のＣＳＲ活動では、地元住民や行政などのニーズを踏まえて実施している。 
○事業収益で地域貢献活動を自立的に展開しているＮＰＯの担い手は、民間での経験を活かしてマネジメントを

行っている。 

４．地域振興への貢献に関する成功要因 

■事業（商品・サービス）開発・実施にあたり、課題解決段階を乗り越える際に協力者・支援機関が大きな役割 
○参画した支援主体は「大学・研究機関」「同業・異業種企業」「大都市（消費地）側企業」「行政（国・県・市

町村）」「商工会・商工会議所」「他産地の関連企業」「消費者」「学生」「個人的人脈」の 9 種。 

■事業開発の段階を理解し、的確な支援機関等とのコーディネートを行う存在が重要 

○協力者との出会いは経営者の努力と国・県等の支援制度を受けたことによる場合が大部分。 

５．支援機関とのネットワークに関する成功要因 

■産業間の連携を推進 
○各地で生産者と食品製造業者の連携が展開されており、産業連関創出に向けた取り組みが進んでいる。 
○域内事業者との連関を生み出すきっかけは、同地域の人間関係や異業種交流での出会い。 

３．地域内の産業連関創出に関する成功要因 

６．人材確保・育成に関する成功要因 

■行政との役割分担に関する提案や地域の課題解決ニーズとシーズを結びつける場づくり 

〈課題〉 7．行政支援ニーズ 

中山間地域で活躍する企業団体の３つの成功要因 

① 中山間地域の特性を理解し 

事業を企画・推進する情熱ある担い手 

② 中山間地域のなかで連携できる異業種の 

担い手やともに考え行動する伴走者 
③ 事業（商品・サービス）を 

育て、磨き上げる機会 

人が育ち、つながる仕組みの重要性 

■ＵＩターン者の採用により、多くの人材を確保 
■取材を行った経営者・担い手の多くがＵＩターン経験者 
○企業とＵＩターン希望者情報とのマッチング支援を行う機能を求める回答が複数ある。 
○ＵＩターン者の定着には、本人・家族の生活、地域住民との交流機会づくりも含めた支援が必要。 
○Ｉターン経験のある担い手の多くが、期待してくれる地元住民の存在に勇気づけられたと回答。 
■地域資源の高度活用のための知識・資格取得などの支援 
○専門性の高い人材を育成し、新事業の柱に期待している。 
■販路開拓の人材育成として、販売先と連携した育成を実施 
○「市場の評価基準、感覚」の育成を行い、自社のものづくりに活かす。 
■域内の産業連関創出に関する人材育成として、生産者とのコーディネーター人材を育成 
○生産知識・情報の豊富な人材の育成に力を入れている。 
○企業の経営ノウハウを活かし、生産者への指導を通じて生産組織の経営改善に協力している。 
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第４章 中山間地域の担い手育成に向けた検討 

 

１．中山間地域で活躍する企業団体の成功要因等を踏まえた人材育成プログラム 

 
（１）事業の概要 

第 3章「4．調査結果からみた成功要因等の整理」において、中山間地域で活躍する企業・

団体の成功要因を「3 つの柱」に整理した。しかし、実際にはその成功要因は、当該企業・

団体の経営者・担い手個人の努力によって獲得することできた事例がほとんどであり、支援

機関のネットワーク化や人材確保・育成に関する仕組みは、企業団体ヒアリング、市町村ア

ンケート結果のとおり、中山間地域においてはほとんど整備されていない状況である。 

すなわち、中山間地域で活躍する企業団体の成功要因となった「人が育ち、つながる仕組

み」を整備し、効果的な運用を図ることができれば、より多くの担い手育成や事業化へのチ

ャンスが拡大することが期待される。 

これらを踏まえて、「人が育ち、つながる仕組みづくり」をテーマとし、以下の４つの取り

組みによる事業スキームを下図のとおり提案する。 

「ａ 中山間地域における産業の担い手を育てる仕組みづくり」 

「ｂ 中山間地域における産業振興を支援する市町村人材を育てる仕組みづくり」 

「ｃ 中山間地域における事業を育てる支援ネットワークづくり」 

「ｄ 産業の担い手候補を中心に、多様な産業支援人材が集まり、語り合い、学び合う場づくり」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中山間地域で活躍する企業団体の３つの成功要因 

人が育ち、つながる仕組みづくり 

① 中山間地域の特性を理解し、 

事業を企画・推進する 

情熱ある担い手 

② 中山間地域のなかで連携でき

る異業種の担い手やともに考え

行動する伴走者 

③ 事業（商品・サービス）を 

育て、磨き上げる機会 

ａ 中山間地域における 

産業の担い手を 

育てる仕組みづくり 

[具体像] 

●立上がり期の人材育成 

プログラムの提供 

ｂ 中山間地域における 

産業振興を支援する 

市町村人材を育てる仕組みづくり 

[具体像] 

●産業支援人材育成 

プログラムの提供 

ｃ 中山間地域における 

事業を育てる支援ネットワークづくり

[具体像] 

●中間支援体制の整備促進 

 

上記３つの成功要因が中山間地域においては不足している 

（企業団体ヒアリング＋市町村アンケートの分析結果） 

ｄ 産業の担い手候補を中心に、多様な産業支援人材が集まり、語り合い 学び合う場づくり 
[具体像] 

●定期的に まちむら ビジネス・カフェ（仮称） を開催 
担い手候補にとっては・・・《情報交流の場》 《商品を磨く場》 《人脈を広げる場》 

支援ネットワーク関係者・市町村産業支援担当者などにとっては・・・ 
《事業の種を発見する場》 《人材を発見する場》 《支援ニーズを知る場》 
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（２）事業スキームを構成する 4つの取り組みの展開 

 

ａ 中山間地域における産業の担い手を育てる仕組みづくり 

担い手候補として期待される人材の立ち上がり期の人材育成プログラムを提案する。 

 人材育成プログラムの実施概要は以下のとおりとする。 

 
１）目的 

 中山間地域の産業の担い手の育成を図るため、立ち上がり段階にある起業・創業期の事業

経営者や次世代の担い手候補を対象として、中山間地域の産業の担い手としての資質向上を

めざして実施する。 

 

２）対象者 

 対象は、今後の成果が期待できる事業（商品・サービス）の種を有する若手経営者とし、

自治体、商工会議所・商工会、地元企業経営者などからの推薦により選定する。 

 

３）地域の想定 

 研修を実施する地域の単位は、中国地域（地域ブロック単位）とし、事例研究先となる企

業のある自治体を選定して開催する。 

 

４）テーマ 

 担い手人材育成プログラムのテーマは、「中山間地域の資源や特性に対する視点・構想力の

育成」「企業と地域の双方の発展をめざす経営マインドの育成」「事業化にあたって必要とな

る専門人材・機関との人脈づくりの機会提供」とする。 

   

５）研修の手法と主なプログラム 

 研修は、中山間地域における若手経営者の実践活動報告や企業活動の現地視察を通じて、

その成功要因や課題克服過程についての要因分析や対話による事業への強い信念や地域貢献

意識に触れる手法を用いることとし、事業（商品・サービス）の磨き上げ、やる気づくりに

反映させていく。 

 また、研修のゴールを事業計画のプレゼンテーションによるオークション形式の支援募集

とすることで、協力者や支援者の人脈を拡大する機会、事業の魅力に関する目利きの評価を

受ける機会を提供する。 

 なお、審査員となる目利きについては、国等の機関が保有する人的ネットワークから優れ

た専門性、実績をもつ各分野で活躍する人材を派遣する。 
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担い手人材育成プログラムの基本方向
中山間地域の産業担い手に求められる基本的要素を伸ばす 

３つの育成テーマ 
■中山間地域の資源や特性に対する視点・構想力を伸ばす 

■事業化にあたって必要となる専門人材・機関との人脈づくりの機会をつくる 

■企業と地域の双方の発展をめざす経営マインドを育てる 

実践を重視した研修手法 

■中山間地域の企業活動現場で学び、事業計画を立案する実践的手法 

■先輩経営者・担い手の「駆け出し時代」に学ぶ対話型の座学 

■担い手としての成長をめざす仲間たちとの共同討議による手法 

４回シリーズでの育成プログラム 

■1 回目 中山間地域で事業を起こすということ ［マインド育成］ 
科目１ 「事例研究」 講師 成果をあげている若手経営者 

「起業家先輩との対話①」 講師 成果をあげている若手経営者 
     事例分析を手助けする研究者 

科目２ 「夢を描く 実習」 自身の決意表明と発表 

■2 回目 事業開発の現場で考える ［マインド育成］［構想力育成］ 
科目１ 「企業視察」 中国地域の中山間地域で活躍する企業 

「起業家先輩との対話②」 講師 成果をあげている若手経営者 
事例分析を手助けする研究者 

科目２ 「レポート作成 実習」 事業計画のもとになる構想イメージを作成 

■3 回目 事業計画を考える ［マインド育成］［構想力育成］ 

科目１ 「中山間地域資源の活用ポイント」 専門家 

科目２ 「事業計画作成ワーキング 実習」 専門家 

科目３ 「事業計画の改善指導」 専門家 経営者らによる評価・アドバイス 

■4 回目 まちむら ビジネス・カフェ（仮称）での成果発表 

科目１ 「講演」 中山間地域で活躍する企業経営者 

科目２ 「事業計画オークション」 

     発表プランに対して、会場の支援機関、地域内外の企業経営者な 

どの参加者が「人」「もの」「お金」の３つのプラカードをもち、共感や

可能性を感じる度合いに応じてプラカードをあげて支援の組み合わ

せを図る手法。評価される喜びを感じることで次の展開につなげ

る。審査員は国等のネットワークを活かし、各分野で広く活躍する

専門人材を派遣する。 

定
期
開
催
さ
れ
る 

ま
ち
む
ら 

ビ
ジ
ネ
ス
・カ
フ
ェ
（仮
称
）
へ
の
参
加 

対象者 
■ 自治体、商工会議所・商工会、地元企業経営者などが推薦する今後の成果が期

待できる事業（商品・サービス）の種を有する若手経営者。 

実施地域の単位：中国地域全域 
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ｂ 中山間地域における産業振興を支援する市町村人材を育てる仕組みづくり 

産業振興支援を市町村行政が中心となって実施する場合、構成団体や支援機関等と各企業

の連携・調整を行いながら、的確なコーディネートを実施することが求められる。 

研修プログラムの概要は以下のとおりとする。 

 
１）目的 

 中山間地域の産業振興・企業振興を支援する人材の育成を図るため、地域産業振興を担当

する自治体職員等の資質向上をめざして実施する。 

 

２）対象者 

 第 3 章 3で考察したように、中山間地域における産業振興を図る上では、地域資源の活用、

地域産業連関の創出が、産業活力と地域活力双方を向上させるケースが多い。このため、産

業支援人材の育成研修の対象者を商工政策や観光政策を担当する自治体職員だけでなく、農

林水産業政策を担当する自治体職員についても含むものとする。 

併せて、商工会経営指導員等の企業経営支援機関の担当者の参加も可能とする。 

また、早期に企業活動に関する支援ニーズに応えていくことを目指し、すでに産業支援活

動やコーディネート活動を実践してきた中堅職員を対象者とする。 

 

３）地域の想定 

 実施する地域の単位は、中国地域（地域ブロック単位）とし、事業着手当初においては、

地域産業支援及び企業活動支援の状況を踏まえてモデル自治体を設定して実施することで、

上記２）で示した対象者と一致させていくこととする。 

 

４）テーマ 

支援人材育成プログラムのテーマは、「支援機関と企業の連携、企業間連携、異業種（産業

間）連携を促すコーディネート力を伸ばす」「国等の関連制度・施策展開状況に関する理解を

深め、情報収集する」「各地の支援人材間での課題解決ノウハウや人材共有を行う」とする。 

 

５）研修の手法と主なプログラム 

 第 3 章 3 において整理した中山間地域における企業・団体の事業活動の特性を踏まえた手

法・プログラム設定を行う。 

 特に「中山間地域における資源活用の磨き上げに関すること」「同業種・異業種（産業間）

連携に関すること」「地域社会との相関性構築に関すること」を支援していく上での資質や能

力向上の促進をめざした内容とする。 
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支援人材育成プログラムの基本方向 
中山間地域の産業支援人材に求められる基本的要素を伸ばす 

３つの育成テーマ 
■支援機関と企業の連携、企業間連携、異業種（産業間）連携を促すコーディネート

力を伸ばす 

■各地の支援人材間での課題解決ノウハウや人材の取得・共有を行う機会とする 

■国等の関連制度・施策展開状況に関する理解を深め、情報収集する機会とする 

実践を重視した研修手法 

■市町村産業振興のあり方を大学研究者、支援機関関係者等から学ぶゼミ形式 

■各地の産業支援の担い手から学ぶ対話型の座学 

■専門家との対話を通じてコーディネートのポイントを掴む共同討議形式 

■各地の産業支援事例から成功要因分析 

■中山間地域の産業支援現場を事例として学び、考える手法 

４回シリーズでの育成プログラム 

■1 回目 中山間地域の産業振興支援の進め方 

科目１ 「基礎講義」 大学研究者等 

科目２ 「産業振興施策の展開状況」 関係機関 

科目３ 「参加者報告」 自身の活動状況・特徴、課題の報告 課題共有 

■2 回目 中山間地域の産業支援の実際  
科目１ 「地域資源の活用により成果をあげている支援事例研究」 
科目２ 「地域内の産業間連携により成果をあげている支援事例研究」 
     以上 支援機関・自治体 

   科目３ 「事例研究 キー・パーソンとともに成功要因を分析」 
        上記事例報告者・大学研究者・専門家 

■3 回目 産業支援現場訪問 

科目１ 「産業支援・コーディネート相談視察」 専門家 

科目２ 「現地の支援人材、相談企業とともに課題解決の活動実践」専門家 

科目３ 「自身の活動をふりかえってのレポート作成」 専門家による評価 

■4 回目 まちむらビジネス・カフェ（仮称）での担い手候補による事業成果発表

に参加 

科目１ 「講演」 中山間地域で活躍する企業経営者 

科目２ 「事業計画オークション」 

     支援機関や企業等の目利きの現場を取材し、支援ポイントを学ぶ 

 

定
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実施地域の単位：中国地域全域 

※当初は産業支援活動の実績に 

よりモデル自治体を設定 
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ｃ 中山間地域における事業を育てる支援ネットワークづくり 

 

ネットワーク型支援組織は、経営者の事業（商品・サービス）開発・実施のプロセスのな

かで、商品化にむけての課題克服や高付加価値化のための磨き上げなどを支援できる多様な

専門家集団や異業種間のコーディネートを行うなどのサービスを提供するものである。総合

的な支援内容と構成メンバーは以下のようにイメージする。 

 

■総合的な支援内容 

 地域産業振興、企業活動支援、産業人材の確保、各種協力者・支援機関等とのネットワー

ク化支援などを統合化するプラット・フォームとして、以下の支援内容を提供する。 

○情報提供、支援施策情報、国・県等とのネットワーク 

○産学官の連携・コーディネート、研究開発の支援 

○販路開拓、バイヤーとの商談支援、金融機関とのネットワーク 

○他産業や異業種との連携、法規制等の相談 

○ビジネスパートナーの掘り起こし、同志仲間との出会いづくり 

○次世代の産業担い手の確保、育成、新たな企業の開拓 

○経営者の精神的なサポート、相談相手 

○地元人材の掘り起こし、ＵＩターン者の紹介、住居等の地域課題への対応支援 

 

■構成メンバー 

民間企業での経営経験をもつビジネス・リーダーが中心となり、下記の機関との連携によ

り、官民協働の体制づくりを進める。 

○地元産業の担い手（民間企業経営者）（農林水産業者） 

○都市側企業や大学研究者、各種専門家の外部協力者 

○商工会議所または商工会 

○雇用に関する機関 

○農林水産業生産団体 

○産業・定住・雇用に関する支援ＮＰＯ組織等 

○市町村（産業振興担当 地域振興担当 定住担当） 

 

■地域の想定 

○定住自立圏、広域行政圏単位など。 

 以上を踏まえた事業展開のイメージを次頁に図示する。 



 

 - 60 -

 

 

 

支援・協力機関の
ネットワーク組織 

[産業創出×定住×雇用] 

う 

都市地域 

他産業 
との連関 

技術 
導入 

大
学 

研
究
機
関 

等 
外
部
協
力
者 

人材確保 
人材育成 

指導 
助言 

機能性 
分析 

相談 
相手 

販路 
開拓 

中山間地域 地域資源

観光 

サービス 

ものづくり 

農林水産 

発 掘 活 用

経営者 創業 

試行・事業着手時期での課題 

資金 設備 人材 技術 

事業開発

磨き上げ 

支援プロセス 
を通じて 

経営者や組織も
強化 

挑戦
マインド
醸成

企業活動の流れ 企業活動支援の流れ 

国・県制度等

の活用 

売れる商品 

サービスの開発 

 

市町村
行政

 

経済
団体

 

ＮＰＯ 

まちむら 

ビジネス・ 

カフェ（仮称） 

■中山間地域における事業を育てる支援ネットワーク組織のイメージ 
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ｄ 産業の担い手候補を中心に市町村の産業支援人材が集まり語り合い、学びあう場づくり 

 

１）開設の目的 

  中山間地域の農林水産業者、商工観光サービス業者、支援機関及び市町村職員等が気軽

に集まり、地元地域の豊かな暮らしづくりなどについて語り合い、情報や思い・夢を共有

し、アクションへのきっかけとなる場、ものごとのはじまりの場の創出を目的として、ま

ちむらビジネスカフェ（仮称）を開設する。 

  この取り組みは、以下の 3 つの機会を提供する機能として役割を果たすことをめざす。 

   ■ビジネス・マッチング機会（物の持ち寄り） 

   ■人脈を広げる機会（特に UI ターン者が地域に溶け込む機会） 

   ■ビジネス情報共有機会 

 

２）開設の期間と開設場所 

  試行期間とモデルとなる地域（旧市町村単位を想定）を設定し、定期的に開催する。 

 

３）想定される参加者 

  現在の企業や農林水産業の担い手、次世代の企業や農林水産業の担い手候補、地域の U

Ⅰターン者、地域内外の高い専門性等を有する協力者、市町村産業振興・定住・雇用担当

者、産業支援機関担当者、経済団体関係者、産業・文化・医療福祉活動などのＮＰＯ、地

域活動団体関係者、そのほか地域内外の本活動に興味を持つ人々。 
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《まちむら・ビジネス・カフェ（仮称）のイメージ》 

 

 

○誰でも気軽に参加できる場づくり 

○事業オークションなどの開催 

○参加者が企画運営参画する民主導型 

  

地
域
文
化

オープンで楽しい会話と 

出会いを提供する場 

ビジネス・マッチング機会 ビジネス情報共有機会 

人脈を広げる機会 

農林水産業 商工観光サービス業 

まちむらビジネス・カフェ（仮称）オープン参加の語り場 

まちむらビジネスの種や夢を気軽に語りあおう！ 

マイビジネス（生産物・製品など）を持ち寄ろう！ 

人の輪を広げる人材情報を集めよう（UI ﾀｰﾝ者と融和しよう）！ 

協力者 
支援 
機関 

現在の
 

担い手

産業
支援

担当者

次世代
担い手
候補

現在の 
 

担い手 

次世代 
担い手 
候補

各種 
地域活
動団体 

定住
雇用

担当者

ＵＩ
ターン

者 

地域外の協力者 支援機関関係者 各分野の専門家など 

○モデル地域（旧市町村単位）を設定 

○定期的に開設 

○利用されていない公共施設等の活用 

地域の暮らし 

を楽しくする 

生活文化を 

生み出す 

地域の暮らし 

を豊かにする 

事業機会や事業 

アイデアを生み出す 

地域の人材に 

光を当て 

人の魅力を 

発見する 

多様な人材が地域内外から集まり、語り合うことを通じて 

３つの地域活力拡大要因を創出
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第５章 モデル地域における地域産業人材育成プランの検討 

 
１．モデル地域（真庭地域）の産業特性と地域資源 
 
（１）モデル地域としての真庭地域 
 中山間地域に属する真庭地域では、以下に述べるように林業及び木材加工業の集積を基盤
として 21 世紀の真庭塾を中心とする民間主体の取り組みにより、最先端のバイオマス産業へ
の発展を進めようとしている。本調査では、当該地域における課題を踏まえ、特に地域の中
心となるバイオマス産業の担い手育成に絞り、検討を行うものとする。 
 
（２）真庭地域の特性 
真庭市は平成 17 年 3 月 31 日に 9 町村の合併により誕生した。岡山県北部で中国山地のほ

ぼ中央に位置しており、総面積約 828k ㎡、豊富な森林資源に恵まれている（林野率 80.2％、
人工林率 58.5％、森林蓄積 79,494 百㎥（2005 年農林業センサス）） 

真庭地域は、豊かな森林資源を利用し古代から中世にかけてたたら製鉄で栄え、江戸時代
は旭川の高瀬舟、京都と出雲を結ぶ出雲街道はじめ瀬戸内海と日本海を結ぶ物資が往来する
交通の要衝として賑わった。また、明治から昭和にかけては、近代化とともに製材業が盛ん
になり、全国ブランドとなった美作杉檜の造林も進み、戦後の復興期、高度成長期には西日
本の木材需要を支え、現在でも市内に 30 ほどの製材所がある。 
このような歴史を背景に、真庭地域では、古くから山（山林・里山）と結びついた暮らし

が営まれており、経済林とともに薪炭林としてのエネルギー利用、おが屑の堆肥利用などバ
イオマス資源としての利用は古くから行われてきた。また、木材のまちとして繁栄した歴史
の中で、勝山の町並みや伝統的な文化なども形成・蓄積されており、先人の投資によって勝
山を中心とした現在の歴史的景観の価値が生み出されてきた。 
真庭市の人口は、平成 17 年で 51,788 人、高齢化率 30.5％で、1975 年の 61,152 人をピー

クに減少が続き、今後もさらなる人口減少と高齢化が懸念されている。就業者数は 26,617 人
で、第 1 次産業が 17.1％、第 2 次産業が 29.6％、第三次産業が 53.1％となっている。 
平成 18 年度の工業統計調査によると、木材・木製品製造業の事業所数は 32、従業員は 612

人(製造業全体の15.4％)、製品出荷額は22,251百万円(製造業全体の24.1％)となっている。 
また、真庭市における産業部門別市内生産額は、工業製品とともに 28.0％公共サービス

19.0％、建築・土木 13.4％の割合が高く、産業別の特化係数では、製材・木製品、林業の特
化係数が際立って高い（平成 16 年簡易延長産業連関表(経済産業省)にもとづく分析）。 

長年にわたって蓄積されてきた林業及び木材加工関連製造業の集積は、真庭地域における
地域資源活用型の産業創出の重要なポテンシャルであり、真庭地域でわが国の先端的な木質
バイオマス産業を育てる下地になっている。 
 

■真庭市生産額の産業別特化係数 
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２．真庭地域のバイオマス産業へのこれまでの取り組み 
 

（１）ＮＰＯ法人 21 世紀の真庭塾を中心とする活動の経緯 

①真庭におけるバイオマス関連の略年表 

年度 主な出来事 備考 

1992 任意団体「２１世紀の真庭塾」を結成 若手リーダーが集まって自主的に勉強し、地

域活性化を議論する場として設置。 

1997 「環境まちづくりシンポジウム」開催 自主勉強会の集大成として実施 

1998 

 

「21世紀の真庭塾」が「街並み再生部会」「ゼロ

エミッション部会」立ち上げ 

木質バイオマス発電開始 

民間ベースで環境産業や街並み活用事業に

ついての研究・企画や事業を実施 

銘建工業㈱で 1950kwh の木くずバイオマス発電

2000 

 

「木質資源活用産業クラスター構想」の取りまと

め発表 

製材業を中心に産業を連携させ、木質資源の

循環システムの構築を目指す。 

2001 木質コンクリート、ネコ砂の商品化 

 

前者はランデス(株)、後者は(株)ビー・エム・デ

ィーによる 

2002 

 

真庭フォーラム開催 

「21 世紀の真庭塾」がＮＰＯ法人化 

「森に生かされた暮らしと産業創造」 

 

2003 

 

「プラットホームまにわ」設立 

 

「木質資源活用産業クラスター構造」の推進役

として発足。 

2004 

 

真庭バイオエネルギー(株)、真庭バイオマテリア

ル(有)の設立 

旧美甘村で公共施設へのペレットストーブ導入

開始 

旧北房町の焼却場で廃食油のＢＤＦ化開始 

９町村合併 

それぞれ木質エネルギーの供給販売、再資源

化とバイオマス資源の利用推進に関する調

査・啓発事業および情報発信を実施 

ＢＤＦ：バイオディーゼル燃料 

3 月 31 日 真庭市誕生 

2005 
 

「真庭市バイオマス利活用計画および真庭市バ

イオマスタウン構想」策定 
勝山地区でペレット利用温水プール「水夢」を整備

湯原地区で廃油を利用したＢＤＦ化開始 
ＮＥＤＯ「真庭市木質バイオマス活用地域エネル

ギー循環システム化実験事業」開始(5ヵ年) 
木質系原料によるバイオエタノール製造プラント

完成 

ＮＥＤＯの補助を受けて三井造船(株)が実施 
 

2006 
 

「バイオマスツアー真庭」催行 
 

真庭観光連盟が企画、中鉄美作バス(株)が運

営(地域再生マネージャー事業） 

2007 「真庭市バイオマスタウン構想」公表 市バイオマス政策課が窓口となる 

 

②成功要因と今後の展望 

これまでの真庭地域のバイオマス産業への取り組みでは、民間企業の有志（若手経営者）

から始まった、21 世紀の真庭塾の取り組みが重要な鍵を握ってきた。フットワークが軽く決

断の早い行動力と当事者意識、投資に対するリスクを負う姿勢という民間経営者の強みと真

摯な研究姿勢、地域外の大学、シンクタンク等の一流人材、国や県、公的研究機関等の技術

的・制度的・助成等の戦略的な活用が今日までの継続的な実践的取り組みの力となりそれぞ

れの事業化を成功させたと考えられる。 

さらに、現在では民間先行の取り組みに行政を巻き込み、市全体でオーソライズすること

でさらに大きな動きとなりつつある。志の高い地域企業経営者の危機感と地域への思いが、

バイオマス産業を生み出す原動力となり、それが地域の産業創出へとつながっている新しい

タイプの官民協働型の事例として注目される。 



 

 - 65 -

③新たなステップへ向けた課題 

これまで、NPO 法人 21 世紀の真庭塾や塾メンバーを主体とした民間企業有志により進めら

れ、その基盤を構築してきたバイオマス産業創出への取り組みが生み出した着実な成果を踏

まえ、真庭地域固有のバイオマス資源を使い切ることにより、バイオマスエネルギーからバ

イオマスマテリアルまで、幅広く厚みのある産業として定着させようとする真庭地域がめざ

す展開方向は、地域新産業創出へ向け、一段ステップアップしたチャレンジという新たな段

階を迎えている。地域横並びではなく、半歩先、一歩先を見据え、先行ランナーとして、意

欲的にチャレンジすればするほど、超えるべき技術や販路等ビジネスのハードルは高くなり、

また、地元の企業にとってのリスクは高まってくる。 

今後、真庭地域での「木質バイオマスによる循環型の新産業創出」に向けた取り組みに際

しては、これまでの取り組みをリードしてきた民間企業の活動の領域を超えて、信頼関係を

基本に、適度な緊張関係と明確な役割（責任）分担のもとで、真の産学官民協働（参加者全

員が当事者意識と連帯感を共有し、高い目標に向けて総力（叡智）を結集する）体制を強化

し、全国・世界を視野においた本格的、広域的な展開が不可欠と考えられる。 

 

 

３．真庭地域におけるバイオマス資源の利用状況 
 

真庭市のバイオマスタウン構想では、バイオマス資源の発生量は、廃棄物バイオマス 28.2

万トン、未利用バイオマス 7.6 万トンの合計で 35.8 万トンと推計されており、そのうち約

2/3 にあたる 23.5 万トンが利用されていると推計されている。 

バイオマス資源として発生量、利用量共に最も多いのは、木質系廃材であり主に製材業や

木材加工業などから排出されている。さらに未利用木材を加えると発生量の５割強が伝統的

に培われてきた林業、木材業、木材加工業など真庭固有の地域産業から発生している。 

また、真庭市としては、バイオマス資源の利活用の目標について廃棄物バイオマスで 90％

以上とし、その内訳としては、木質系廃材利用率を現状 78％→92%へ、家畜排泄物を 81％→

91%へ、食品廃棄物を 10%→20%と定めている。その推進体制については、行政、産業団体、

市民等による「バイオマスタウン真庭推進協議会」を設置するとともに、市に「バイオマス

政策課（当初はバイオマス推進室）を設置し、外部関係機関と連携しつつ官民協働により積

極的なバイオマス資源の利活用に取り組んでいる。 

しかし、未利用バイオマスの 75％を占める未利用木材については、技術面、コスト面など

からその利用に多くの課題を抱えている。 

 

  

４．木質バイオマス産業の担い手の意向把握 
 

（１）行政ヒアリング調査からみた主な課題 

■主な課題 

○バイオマス産業にとって最大の課題は、原材料の安定供給。 

○集積基地の効果を高めるためには、原材料が集まる仕組みを構築する必要がある。 

○一方では、木質バイオマス資源の需要が増えており、競合企業（需要側）が買い取り価

格を高くする動きもある。 

○モラルハザードが起きないように地域の企業の連携による地域システムを創り上げる事

が課題である。 

○川下が潤わない限り川中、川上も潤わない。川下の付加価値が山（川上）に還元される

仕組みが必要（例えば真庭に New forest 事業（県、市の補助）により林業を学んでいる

若者 50 人が、その後も安定的に就労できる環境をつくるなど）。 

 



 

 - 66 -

（２）本調査における現地検討会での参加者の発言 

 地域で木質バイオマス産業に取り組んできたキーパーソンを中心に、自由な立場から本音

での協議・検討を行うことを目的にＮＰＯ 21 世紀の真庭塾、真庭バイオエネルギー株式会

社（以下ＭＢＥ㈱）、真庭バイオマテリアル有限会社（以下ＭＢＭ㈲）等、バイオマス関連企

業の中心的なメンバーによる地元検討会を設置し、３回にわたる検討を行った。 

［検討会における主要な意見] 

①木質バイオマス産業について 

■エネルギー分野（木質ペレット、発電等）は事業化段階だが、マテリアル分野はまだベン

チャー段階（企業から見ればボランティア精神で支えている）である。若者の雇用を実現

できて初めて事業といえる。 

■木質ペレットの売上は順調に伸びているが、バイオマスの利活用は地域外に売ることが本

来の目的ではない。地域で使うことでそのメリットが高まるといえ、真庭地域での消費拡

大が必要である。 

■木質ペレットの原材料は、銘建工業㈱のかんな屑など製材副産物に大きく依存しているの

が現状である。地元の森林資源(間伐材、林地残材等）が利用できればよいが、現状ではコ

ストが合わない（地元の森林資源活用による産業化をめざすべき）。 

■真庭地域の木質ペレット事業の強みは地元で良質な原材料（銘建工業㈱のかんな屑など製

材副産物）を確保できることである。しかし、これらは輸入材であり、資源・エネルギー

の地域内循環（地産地消）という点では完結していない。 

■エタノール生成プロセスで発生するリグニンを活用して、炭素繊維とすれば付加価値は

100 倍オーダーで増加する。技術開発途上であり、品質的な精度の保証が課題。なお、こ

の分野は大手企業が強い。 

■建材市場で保護されていた国産材は、消費者に対する関心が低かった。先人が作ってきた

価値に何も加えていないのではないか。スギとヒノキの価格逆転の現状の中で森林の新た

な価値を考える必要がある。 

■真庭地域でのバイオマスへの取り組み（木質バイオマス産業やバイオマスタウン等）が十

分市民に知られていないため関心が薄いのではないか。例えば山を見てきた人の体験談を

伝承する仕組みなども必要ではないか。 

 

②地域人材の育成について 

■現在、風倒木の補助金で真庭地域に 20～40 代の労働力が入っているが、補助金が切れれば

出て行ってしまう。林業を維持するには、この人達が引き続き働ける就業機会を考えなく

てはならない。 

■木質バイオマス資源を使い切るための人材が必要である。ＭＢＥ㈱の事業では、川上で資

源を使う人材（製品開発）と川下に資源を知らしめる人材（営業・販売）の育成が必要で

ある。 

■バイオマス産業の担い手育成は、5 年、10 年後を視野におく必要がある。2010 年の真庭の

1 日のようなビジョンをどう描くか。 

■研究開発人材の育成は、一企業では限界があり、地域としての対応が必要。 

■真庭塾発足当時の思いに立ち返り、次の世代に受け渡す時期が来ている。次世代へのバト

ンタッチのためには、あわせて人材育成が必要。 

■バイオマス産業を真庭に定着させるためには、付加価値部分を地元に落とさなくてはなら

ない。ベンチャー支援や人材育成に結びつけるためにも規模は小さくても研究開発機能（拠

点）が不可欠である。また、行政のリーダーシップも不可欠である。 
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５．木質バイオマス関連技術開発の動向と課題 
 

（１）全国的にみた課題 

全国でさまざまな利用への取り組みが進み一部事業としても成立している。エネルギー利

用の産業化については、以下のような課題があげられている。 

 

①バイオマス関連産業の技術的課題 

 ⅰ）エネルギー化技術が発展途上である 

 ⅱ）木質バイオマスの収集システムが未成熟である 

 ⅲ）木質バイオマスの品質が不安定である 

 

②バイオマス関連産業の経済的課題 

 ⅰ）初期投資が高い 

 ⅱ）収集コスト・搬出コストが高い 

 ⅲ）スケールメリットが発揮しきれない 

 ⅳ）木質バイオマスの長期的・量的な安定供給が計画しにくい 

 ⅴ）木質バイオマスエネルギーの外部経済性を内部化する仕組みがない 

 

（２）真庭地域における課題 

１）真庭地域でのバイオマス産業振興の課題 

①木質バイオマス（原材料）の品質の安定性と収集システムの確立 

・真庭地域では、地元木材加工業（銘建工業㈱）の鉋屑、端材など良質な原材料を安定的に

確保できることが全国的な優位性となり木質ペレット市場のシェアの半分を占めているが、

地元林地残材等の利用は少ないほか、その他の項目については、他地域同様の課題がある。 

②バイオマス関連産業の持つ所得創出効果が地域の経済基盤となっていない 

・バイオマス関連産業は現在開発途上であり、地域産業としての波及による雇用や既存産業

の所得増などへの効果がまだ大きくない。 

③開発を担う人材が育っていない 

・地元も林業や製材業・木材加工業等は木質バイオマス関連の研究開発・技術開発を担うよ

うな人材がほとんどいないうえ、木質バイオマス関連の人材育成の場もほとんどない。 

④地域内の利用が少ない 

・ボイラー等の初期投資が大きいため、エネルギー消費型の産業集積が乏しく、中小零細の

地場企業が多い真庭地域では、需要サイドのエネルギー転換（導入）が進みにくい。 

 

 

・森林の価値を高めるためには、県北流通センター内に県が進める資源集積基地整備に連携

し、木質バイオマスの効率的収集システムの構築が急務であるとともにバイオマスの関連

産業・周辺産業を可能な限り地域に取りこみ、集積化を図ることが必要である。 

・次のステップにつながる新技術・新製品の開発を行い、真庭地域がバイオマス関連産業に

おいて他域をリードすることが求められる。そのためには開発を担う人材育成を地域内で

行っていくことも必須であり、企業・農家・家庭への木質バイオマス利用を普及推進して

いく政策が不可欠である。 

・さらに、木質バイオマス関連の地元企業、行政（真庭市ほか）、地域内外の研究機関、高専・

大学等に協力を得て、木質バイオマス人材育成に積極的に取り組むことにより、将来は、

木質バイオマス人材の育成拠点を実現するという戦略的な取り組みが求められる。 
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６．木質バイオマス産業の担い手育成プログラム 
 
（１）木質バイオマス産業に求められる人材 

今後の真庭地域の新産業創出に必要なバイオマス産業人材としては、①林業、製材業等既

存の産業の発展に寄与する人材、②真庭地域で木質バイオマス関連の新産業を展開する人材、

③地域外から真庭地域のバイオマス関連産業に関与する人材、④企業等の取り組みをまちづ

くりに波及させる人材等が考えられる。これらの人材育成のためには、限られたリソースを

最大限利活用する方向で、地域内の企業・産業団体や行政、地域外の研究機関等との連携や

役割分担により進めていくことが不可欠となる。 

 

（２）『まにわバイオマス人材』育成プログラムの提案 

真庭地域においては、これまで地元企業が主体となって進めてきた木質バイオマス関連の

ビジネスを、地域を支える木質バイオマス産業としてステップアップするためには、研究開

発や実証、事業化に対する先行投資の規模が拡大し、コスト負担をはじめそのリスクが拡大

することが想定される。このため、今後の取り組みにおいては、地域の関係者間で木質バイ

オマス産業のめざすべき全体像や真庭地域の目標を再確認するとともに、中国地方や西日本

というより広域的な視点に立って市行政はもとより県、国等の政策的支援、官民の研究機関・

企業等との連携及び役割分担等を明らかにする方向で、現実的な課題を一つずつクリアして

いくことが大切となる。とりわけ、中小企業群により高度な技術開発を要するベンチャー的

な取り組みを進める真庭地域では、公共性と信頼性を有する（独）産業技術総合研究所バイ

オマス研究センターの存在は大きく、同センタ－との継続的な協働研究関係の構築は千載一

遇のチャンスと考えられる。 

そこで、真庭地域がこの機を積極的にとらえ、木質バイオマス産業全体の中で真庭地域な

らではの独自の地位（基盤）を確立するために、中長期視点に立った真庭発による木質バイ

オマス人材輩出のプラットフォームの構築を提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■（独）産業技術総合研究所バイオマス研究セ

ンター等の公的研究機関と地元企業との共同

研究の場の創出と共同研究の実践 

■空き庁舎等を活用したレンタルラボ、オープン

ラボとしての『まにわバイオマス・ラボ』の開設 

■研究開発支援パートナーとしての木質バイオ

マス関連の先進研究機関との連携・提携 

■（独）産業技術総合研究所バイオマス研究センタ

ー等の研究機関、大学、地元企業等の連携による

木質バイオマス関連研修・人材育成の場の創出 
■空き庁舎等を活用した人材育成拠点『まにわバイ

オマス・カレッジ』の開設 
■真庭地域ならでは一貫型の研修プログラムの作

成（山→木材→加工・製品化→流通） 地域特性を

活かせる「まにわモデル」を模索） 

■真庭市、真庭塾、森林組合、木材組合、木材事

業同組合、（独）産業技術総合研究所バイオマス

研究センター等による木質バイオマス産業推進

組織の設置と機動性のある実行部隊（タスクフォ

ース）による活動の展開 
■バイオマス産業の普及や人材育成に向けた各

種情報発信、シンポジウム、セミナー等の開催 

■幅広い視野でバイオマス研究開発と人材育

成をマネジメントする責任ある事業体『まに

わバイオマス・アカデミー』（官民協働型地域

経営組織： 「新たな公」の実践）の設立 

■将来的には、アジアのバイオマス人材の育

成等も視野においた経営体をめざす 
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（３）『まにわバイオマス人材』育成プログラム段階的取り組み（案） 

短期的（当面２～３年）には、バイオマス産業に関する以下の取り組みを推進していく。 

① 体制づくり 

② 共同研究開発の実績づくり 

③ 人材育成の実績づくりに向けた活動着手 

④ 研究開発（まにわバイオラボ）・人材育成（まにわバイオレッジ）拠点の開設と研究機関

等との連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○資源集積拠点の整備 
○おかやまグリーンバイオ・プロジェクトの実施 

■「（仮称）真庭市バイオマス産業推進会議」および「（仮称） 
人材育成拠点検討タスクフォース」の設置 

■研究開発・人材育成拠点整備構想（含旧庁舎活用計画） 
■「木質バイオマス人材育成シンポジウム」の開催 
■「木質バイオマス人材育成連続講座」の開催 

■ 官民研究機関等とのネットワークの形成  

○市庁舎統合 
■旧庁舎の改修 

（拠点施設：オープンラボ、セミナー施設等） 
■専門研究機関とＭＢＭ、ＭＢＥ等地元企業との共同研究開始 

■専門研究機関、大学等との連携による 
常設型人材育成プログラム実施 

■事業化に向けて臨海部企業等とのバイオマスネットワークの強化 
■バイオマスツアーの発展的展開（新まにわツアー） 

（産業・文化資源を活かした交流） 

○21世紀の真庭塾設立20周年(2013）、NPO法人設立10周年(2012) 
○バイオマス産業先進地域としての知名度の確立 
■地域の新産業としてのバイオマス産業の確立 

（地元での質の高い雇用機会の創出、研究人材等の確保） 
■（独）産業技術総合研究所等との連携による国際連携構想展開 

（欧米の森林国家、アジアの人材育成、真庭の伝統文化や青少年との交流等） 
■木質バイオマス人材輩出のプラット・フォームとしての地域ブランド確立 

■木質資源活用産業クラスターの実現、 
さらには持続可能な「森の文化発信都市」への発展 

 

１ 

２ 

３ 

  初年度 (平成21年度) 

  次年度 (平成22年度) 

  平成23年度以降 
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（４）官民協働型推進体制（組織）の構築 

真庭地域での木質バイオマス産業の推進と木質バイオマス産業担い手育成拠点の創出に向

けて、実践力・機動性のある形式的ではない推進組織・体制を構築していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実践活動 

[目的] 官民一体となったバイオマス産業の推進検討 
[構成]  
・市長（会長）、ＮＰＯ法人21世紀の真庭塾（副会長）、Ｍ
ＢＥ㈱、ＭＢＥ㈲、森林組合、木材組合、木材事業協同
組合ほか 

・アドバイザーとしてシンクタンク、（独）産業技術総合研
究所バイオマス研究センター 

[事務局] 
・真庭市、ＮＰＯ法人 21 世紀の真庭塾 

「（仮称）真庭市木質バイオマス産業推進委員会」 

[目的] 官民一体となったバイオマス産業
の推進の合意形成組織 
[構成]  
・市長（会長）、ＮＰＯ法人 21 世紀の真庭
塾、地元関連企業（ＭＢＥ㈱・ＭＢＥ㈲ほ
か）、森林組合、木材組合、木材事業協
同組合ほか 

・アドバイザーとしてシンクタンク、（独）産
業技術総合研究所バイオマス研究セン
ター 

[事務局] 
・真庭市、ＮＰＯ法人 21 世紀の真庭塾 

「（仮称）真庭市木質バイオマス産業推進協議会」 

[目的] バイオマス関連の共同研究・人材
育成等の実行組織（地域経営事業体） 
[構成]  
・市長（責任者）、ＮＰＯ法人 21 世紀の真
庭塾（副会長）、ＭＢＥ㈱、ＭＢＥ㈲、市、
外部人材、（独）産業技術総合研究所バ
イオマス研究センターほか 

・アドバイザーとして、（独）産業技術総合
研究所バイオマス研究センター、大学、
シンクタンク関係者等 

[事務局] 
・真庭市、ＮＰＯ法人 21 世紀の真庭塾 

「（仮称）まにわバイオマス・アカデミー」 

[目的] バイオマス研究開発・人材育成施設設置可能
性の検討 

[構成]  
・推進会議のバイオマス民間企業トップ（部会長）、ＮＰＯ
法人 21 世紀の真庭塾メンバーと事務局（市等） 

・アドバイザーとしてシンクタンク、（独）産業技術総合研
究所バイオマス研究センター 

[事務局] 
・真庭市、ＮＰＯ法人 21 世紀の真庭塾 

「（仮称）バイオマス人材育成拠点タスクフォース」 

発展的に 

移行 


